
平成平成平成平成２２２２３３３３年度年度年度年度    小野市小野市小野市小野市のののの財政健全化判断比率財政健全化判断比率財政健全化判断比率財政健全化判断比率（（（（指標指標指標指標）））） H2H2H2H24444.7..7..7..7.24242424 時点時点時点時点     

    判 断 基 準 指   標   名  小野市小野市小野市小野市のののの指数指数指数指数     参考 （平成 22 年度） 早期健全化基準  財政再生  基準  
実質赤字比率 －－－－        （（（（△△△△3.183.183.183.18%%%%））））    △2.47％  13.17％  20.00％  
連 結 実 質 赤 字 比 率 －－－－        （（（（△△△△55557777....49494949%%%%））））    △57.13％  18.17％  30.00％   
実質公債費比率 11112.22.22.22.2%%%%    

13.1％  25.00％  35.00％  
将来負担比率 －－－－        （（（（△△△△11119999....0000%%%%））））    △18.9％  350.00％  －  
資金不足比率 

（病院事業） 

（水道事業） 

（下水道事業） 

（都市開発事業） 

    

    －－－－    （（（（△△△△53.553.553.553.5%%%%））））    

    －－－－    （（（（△△△△323.2323.2323.2323.2%%%%））））    

    －－－－        （（（（△△△△5.65.65.65.6%%%%））））    

    －－－－    （（（（△△△△17.17.17.17.8888%%%%））））    

 △ 57.8％  △ 319.3％  △ 4.2％  △ 17.6％  20.00％  －  
    

毎年度毎年度毎年度毎年度のののの収支収支収支収支のののの健全度健全度健全度健全度  

◎◎◎◎実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率    ((((表示数値表示数値表示数値表示数値なしなしなしなし    ((((△△△△3.183.183.183.18％）％）％）％）（（（（H2H2H2H22222    △△△△2.2.2.2.47474747%%%%））））    

税収や交付税など自治体の収入に対する一般会計の赤字額の割合 (普通会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率) 算式  一般会計実質収支÷標準財政規模 
 

352,944÷11,092,940＝0.0318（黒字） 

  

◎◎◎◎連結実質赤字比連結実質赤字比連結実質赤字比連結実質赤字比率率率率    ((((表示数値表示数値表示数値表示数値なしなしなしなし（（（（△△△△55557.7.7.7.49494949％）％）％）％）（（（（H2H2H2H22222    △△△△55557.137.137.137.13%%%%））））    

税収や交付税など自治体の収入に対する公営企業などを含む全会計の赤字額 (公営企業は資金不足額 )の割合     (全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 ) 算式…（一般会計実質収支＋公営企業の資金の余剰額） ÷標準財政規模  
     （H23）  （H22） 

一般会計    352,944   278,827 

国保        84,555    74,509 

介護         29,112    27,395 

後期高齢     7,587     6,484 

病院     1,858,423 1,958,073 

水道      3,574,747 3,641,424    

下水         43,257    29,527 

都市開発    427,669   428,055 

                                         

計  6,378,294 ÷ 11,092,940＝0.5749（黒字） 

    

    

    

    



毎年度毎年度毎年度毎年度のののの借借借借金金金金返済返済返済返済のののの負担負担負担負担割合割合割合割合     

◎◎◎◎実質公債費比実質公債費比実質公債費比実質公債費比率率率率    ( 1( 1( 1( 12.22.22.22.2％％％％ ) ) ) )（（（（H2H2H2H22222    13.13.13.13.1111%%%%）））） 

税収や交付税など自治体の収入に対する借金返済費用の割合    (普通会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 ) 【毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税で措置されるものを除く。）に充当されたものの占める割合】    算式…［｛（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）｝÷｛標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額｝］の 3 ヵ年平均（参考 単年度  H21:13.1 Ｈ 22:12.9 H23:10.7）  
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫元利償還金の額（繰上償還額等を除く） 積立不足額を考慮して算定した額 満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 一時借入金の利子 特定財源の額 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金）
災害復旧費等に係る基準財政需要額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金）H21 1,870,261 1,226,112 441,915 39,076 291,771 395,034 991,294 547,393 102,206H22 1,858,672 1,219,026 441,708 28,045 267,024 368,703 969,428 581,151 93,425H23 1,816,582 1,134,420 279,786 25,620 271,831 360,298 869,407 614,508 84,455

⑬ ⑭ ⑮⑮⑮⑮ ⑯⑯⑯⑯ ⑰⑰⑰⑰密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金 標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債発行可能額H21 1,490 81,999 7,851,926 2,499,806 624,913H22 1,491 81,416 7,249,782 2,951,667 1,077,938H23 1,491 78,654 7,333,694 2,811,290 947,956
 

（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦－⑧－⑨－⑩－⑪－⑫－⑬－⑭） 

 

／（⑮⑮⑮⑮＋＋＋＋⑯⑯⑯⑯＋＋＋＋⑰⑰⑰⑰－⑨－⑩－⑪－⑫－⑬－⑭） 

        

            + ＋ ×100 / 3＝12.2%   各数値の説明  ① 一般会計公債費 1,816,582 ⑩ 下水 751,215 環境 118,192 ④ 水道 984 下水 879,927 病院 253,509 ⑪ 災害復旧  減税補てん  臨時税補填  臨財  補正  臨財特例  財源対策   ⑤ 湧水苑 44,341 クリーンセンター 235,445 12 補正予算（下水・環境）臨時財政特例（下水）財源対策（環境）  ⑥ 逢花苑 5,108 加古川西部土地改良 20,512 13 水源開発出資分（一般会計）  ⑧ 住宅使用 60,543都計税 211,085災害支援 203 14 水源開発分  市民病院・新病院分  

標準財政規模 交付税算入額 交付税算入額 
1,166,177 8,857,229  1,184,813 9,183,773  975,764  9,084,127  



（H21） （H22） （H23） 
（H21） （H22） （H23） 

将来将来将来将来におけるにおけるにおけるにおける借金借金借金借金返済返済返済返済のののの財政規模財政規模財政規模財政規模にににに対対対対するするするする割合割合割合割合     

◎◎◎◎将来将来将来将来負担比率負担比率負担比率負担比率  (   (   (   ( 表示数値表示数値表示数値表示数値なしなしなしなし    【【【【△△△△19191919.0.0.0.0％％％％】】】】))))（（（（H2H2H2H22222    △△△△18.918.918.918.9%%%%））））    

税収や交付税など自治体の収入に対する一般会計が将来支払うべき借金等負担の割合  (普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 ) 算式…将来負担額－（充当可能基金金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込み額）｝÷｛標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）｝ 
将来負担額 土地開発公社13,970,605 114,119 13,336,824 1,077,979 3,472,766 234,778 234,778 0 013,841,266 96,462 12,688,462 644,469 3,331,289 0 0 0 014,533,650 68,600 11,844,987 895,619 3,133,272 0 0 0 0

退職手当負担見込額 設立法人の負債額等負担見込額 連結実質赤字額 組合等連結実質赤字額負担見込地方債の現在高 債務負担行為支出予定額 公営企業債等繰入見込額 組合等負担等見込額
充当可能額 うち都市計画税7,770,739 2,976,340 2,450,199 21,314,2948,144,157 2,959,511 2,485,528 21,236,7438,433,506 2,861,559 2,469,385 20,911,282
充当可能基金 充当可能特定歳入 基準財政需要額算入見込額

 

 

 

 

 - - △ 19.0- -11,092,940 2,008,813 9,084,127 将来負担比率　（％）
-標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ30,476,128 32,206,347 -1,730,219

＝ ＝

 

 

 

公営企業の経営健全度をチェック     

◎◎◎◎公営企業公営企業公営企業公営企業におけるにおけるにおけるにおける資金不足資金不足資金不足資金不足比率比率比率比率            ((((資金不足資金不足資金不足資金不足なしなしなしなし))))    

資金不足額(公営企業の流動負債と流動資産の差)の 

営業収益に対する割合    


